
青森 弘前 八戸 函館
135 157 134 136

63 49 46 63

72 108 89 73

53.4 68.6 65.8 54.0

60.0 75.9 76.4 57.3

47.6 30.7 34.8 41.5

期首資金残高
当期収支
1.経常的収支
2.公共資産整備収支
3.投資・財務的収支
期末資金残高

基礎的財政収支
収入総額 1,220億円
支出総額 △1,212億円
地方債発行額 △103億円
地方債元利償還額 167億円
財政調整基金積立金 47億円

　(1)社会保障給付

純経常行政コスト 　(1)インフラ資産 (1)地方債
（経常費用－経常収益） 　(2)事業用資産 (2)退職手当引当金

　(3)売却可能資産 (3)その他
2.投資等
　(1)投資及び出資金 (1)翌年度償還予定地方債 132億円
　(2)貸付金 (2)その他 27億円
　(3)基金など
3.流動資産 1,879億円
　(1)資金
　(2)未収金等 純資産合計

1,025億円

　公債費(利払い)など 31億円
経常収益 34億円

4.　その他のコスト 31億円

使用料・手数料など 34億円

　(3)他会計への支出 106億円
　(4)その他 14億円

3.　移転支出的なコスト 598億円
366億円

　(2)補助金等移転支出など 112億円

　(2)維持修繕費 49億円
　(3)減価償却費 113億円

19億円
2.　物にかかるコスト 294億円
　(1)物件費 132億円

20億円
164億円
4,036億円

経常費用 1,059億円
1.　人にかかるコスト 136億円
　(1)人件費 117億円
　(2)退職手当引当金繰入など

113億円
86億円
61億円
184億円

1,829億円
1,760億円
3億円
260億円

　　　　　　負債合計
純資産の部

2,157億円
　　　 4,036億円

1,527億円
145億円
0億円

2.流動負債 159億円

資産の部 負債の部
3,592億円 1.固定負債 1,672億円1.公共資産

資産評価替・無償受入 3億円

その他 0億円

純経常行政コスト

2,143億円

△1,025億円

財源調達(地方税、地
方交付税、国・県補助
金など)

1,036億円

期末純資産残高 2,157億円

20億円
0億円
129億円
△17億円
△113億円
20億円

120億円

期首純資産残高

６.社会資本形成に係る将来世代負担比率(％)
　　「地方債合計/公共資産」…道路や公園等の社会資本形成資産を将来世代で支える割合

５.社会資本形成に係る現役世代負担比率(％)
　　「純資産/公共資産」…道路や公園等の社会資本形成資産を現役世代で支える割合

４.純資産比率(％)
　　「純資産/総資産」…市が保有する資産のうち、負債を差し引いた正味の財産

３.市民一人当たりの純資産(万円)
　　「純資産/人口」…市が保有する資産のうち、負債を差し引いた額を全人口で割った額

区　　　分

２.市民一人当たりの負債(万円)
　　「負債合計/人口」…市が借り入れている借金や未払金を全人口で割った額

１.市民一人当たりの資産(万円)
　　「総資産/人口」…市が保有する資産を全人口で割った額

資金収支計算書 純資産変動計算書
現金の流れを示すものです。その収支を性質に応
じて区分することで、どのような活動に資金を必
要としているかを表示します。

平成24年度中の純資産（資産から負債を引いた
もの）の変動額を明らかにし、どのような財源や
要因で増減したかを表示します。

貸借対照表(バランスシート)

貸借対照表は、会計年度末時点（平成25年3月31日）において、市が保有している資産とその資
産をどのような財源（負債・純資産）でまかなっているかを分かりやすくしたものです。左側に
「資産」を表示し、右側に「負債」（将来世代の負担）と資産と負債の差額である「純資産」
（これまでの世代の負担）に分けて表示しています。

人口298,462人(平成25年3月31日)

負債及び純資産合計資産合計

青森市(普通会計)の「４つの財務諸表」を公表します（平成24年度）

　市民の皆さんに青森市の現在の財政状況をより詳しくお知らせするため、総務省の「新地方
公会計制度研究会報告書」及び「新地方公会計制度実務研究会報告書」で示された財務諸表の
モデルのうち、「総務省方式改訂モデル」を用いて「財務諸表４表　＜貸借対照表（バランス
シート）、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書＞」を作成しました。
　財務諸表により明らかになる、本市が現在までに取得した資産及び負債に関する情報や発生
した経費に関する情報などを通して、本市の財政状況に対する理解を深めていただけるものと
思います。
　これからもわかりやすく財政状況をお知らせできるよう工夫して参りますとともに、資産と
負債の適正な管理を行いコスト縮減を図りながら、更なる行政の効率化と財政の健全化を進め
て参ります。

行政コスト計算書
市の経常的な活動に伴うコストと使用料・手数料等の収入を
示します。減価償却費など非現金コストについても計上し、
経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが当該年度
の純経常行政コストとなります。

◎普通会計
　一般会計
　公共用地取得事業特別会計
　母子寡婦福祉資金貸付金特
　別会計

用語解説

・退職手当引当金
　　全職員が年度末に普通退職したと
　仮定した場合の退職手当見込額
・社会保障給付
　　生活保護費、障がい者手当、児童
　手当など
・経常収益
　　使用料等行政サービスの対価的収
　益（税収は出資に相当するため、経
　常収益に含まれません）
・基礎的財政収支
　　いわゆるプライマリーバランス
　で、公債費関連を除く基礎的な財政
　収支
・インフラ資産
　　道路など社会基盤となる資産
・事業用資産
　　インフラ資産以外で公共サービス
　に供されている資産（小中学校、公
　民館など）

【補足】
①　様式は、総務省の「新地方公会計制度研究会報告書(平成18年
　5月)」及び「新地方公会計制度実務研究報告書(平成19年10月)」
　に準じております。
②　データについては、総務省の昭和44年度以降「地方財政状況調
　査表」及び「歳入歳出決算書」をもとに作成しております。
③　数値については、各項目で表示単位未満の数値を四捨五入処理
　をしており、表中の合計等が一致しない箇所があります。

青森市普通会計の
４つの財務諸表を
見てみよう！

他自治体との比較状況は？


